
Abstract

In urban areas, buildings are usually constructed on both sides of a road and an overhead road is

often constructed above the level road. This place results in complex reflection by the building facades

and the underside of an overhead road leading to increased sound levels in the city street.  We have

proposed the calculation methods estimating noise level increase by complex reflection in a city street,

in order to predict road traffic noise propagation more accurately. Those models were based on the

diffusion method. 

In this paper, we have investigated the property of sound propagation in a city street by using a 1:40

scale modeling of the city road. As a result of this study, it has been found that noise level increase is

between 2dB and 3dB due to reflection by the building facades in a typical city street, and the

comparison between results of experiments and calculations shows good agreement. Also, the noise

reductions due to absorptive treatment on the building facades have been estimated in the city street

canyon.

1. はじめに

市街地における幹線道路周辺には、中高層ビルが建ち並び、さらにその平面道路の上に高架道路

が併設されている場合もある。このような市街地沿道での騒音は、自動車からの直達音の他に建物

前面や高架裏面からの反射音の影響により増大する。したがって、沿道建物や高架道路の配置条件

とそれらからの反射音による騒音レベルの増加量との関係を明らかにすることは、沿道の音環境を
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把握し保全対策を考える上で重要である。市街地沿道での騒音伝搬に関する研究としては、沿道建

物を障壁とみなし音線理論を適用した方法や２次元差分法による検討などが行われている1-3)。これ

らの手法は、道路および沿道建物等の配置条件を個々に設定して計算する場合には適しているが、

このような場所での騒音伝搬に関する系統的な傾向を抽出することは難しい。そこで筆者らは、市

街地沿道における道路交通騒音の予測モデルの一つとして、道路寸法や沿道建物および高架道路の

平均的な配置条件から、建物などからの反射による騒音レベルの増加量を算定する実用的な計算方

法を提案している4)。

本研究では、市街地道路を想定した縮尺音響模型実験を行い、道路両側に建物が連担する空間で

の音の伝搬特性について検討すると共に、実験で得られた結果から提案している理論計算モデルの

妥当性について検証を行った。さらに、建物壁面を吸音処理した場合の騒音低減効果についても考

察した。

2. 音響模型実験の概要

2-1 実験方法

都市部を通過する幹線道路を想定した模型実験の概要を図1に、実験の測定系統図を図2に示

す。模型は片側2車線の標準的な道路（道路幅28.2m）5）の両側に高さ30mの建物が連担している

ものとし、縮尺は1/40とした。建物前面および路面に相当する模型表面は、音響的にほぼ完全反

射面とするためアクリル塗装仕上げとした。音源にはスパーク放電パルスを用いて、道路中央の

高さ0.15cm（実物換算0.6m）の点に設置した。測定用のマイクロホンの高さは、建物の低層、

中層および高層階を想定して、それぞれ3.75cm, 20cmおよび62.5cm（実物換算1.5m, 8m, 25m）

とし、建物前面から2.5cm（実物換算1m）離れた直線上に計21点配置した。測定点の間隔は、

音源から40cmまでの範囲では5cm、110cmまでは10cm、360cmまでは50cmである。
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実験は、音源後方60cmの点に設置した基準音圧用のマイクロホンと各測定点のマイクロホン

の出力を、FFT（サンプリング周波数256kHz, 平均化回数64回、解析点数4,096点）により、1/3

オクターブバンド相対音圧レベルを求めるものである。さらに、線音源からの音圧レベルを求め

るため、全測定点でのデータをエネルギー合成し、周波数10kHzから40kHz（実物換算250Hzか

ら1kHz）までの1オクターブバンドごとの音圧暴露レベルを算出した。

スパーク音源および1/4 インチ・コンデンサーマイクロホンの伝搬方向に対する指向特性は図

3に示すとおりであるが、両者の指向特性は、測定対象方向の範囲ではほぼ無指向性とみなせる

ことがわかる。

2.2 沿道建物の配置条件

建物の配置方法としては種々の条件が考えられるが、ここでは1つの建物の幅を36cm（実物換

算14.4m）とし、図4に示すように音源に最も近い測定点の背後に建物壁面が常にあると想定し

た場合（CASE1）とそうでない場合（CASE2）の2つのケースについて実験を行った。また、実

際の市街地沿道には、それと交差する道路や空閑地などが存在する。そこで、沿道の建物群の隙

間の割合を、ここでは

(1)

のように定義し、間隙率σと称

して用いることにする。ただし、

Wは評価区間の長さ、giは i番目

（ i =1～n）の沿道建物の隙間であ

る。本実験ではこの間隙率σが

0.1, 0.2, 0.3, 0.4, 0.5および0.6の6

つの条件となるように建物壁面の

模型を均等に配置した。
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3. 予備的検討

本実験に先立ち、予備的な検討として建物の有無による各周波数の伝搬音の距離減衰特性の違い

について検討した。この予備実験では、測定点を道路中央に設置した音源から実物換算で12m,

24m, 48mおよび96mの点に配置して、各点における相対音圧レベルを求めた。図5は、対象周波数

250Hz, 500Hzおよび1kHzについて、間隙率σが0.1および0.3の場合の距離減衰をそれぞれ整理し

たもので、建物が無い場合（σ=1.0）の結果も併せて示す。また、表1は建物前面からの反射によ

るレベルの増加量（建物の有無による相対音圧レベルの差）を間隙率σごとに求めた結果である。

建物が無い場合の伝搬音の距離減衰は、ほぼ逆自乗則に従っている。一方、建物が存在する場合に

は、直達音と壁面などからの反射音との干渉によって、その減衰特性は単調ではないが、各周波数

の音圧レベルは建物が無い場合に比べて、距離と共に増加するおおよその傾向は認められる。また、

その程度は間隙率σが小さいほど顕著であり、音源からの距離が48mの点におけるレベルの増加量

は、間隙率σが0.3の場合には1.4dB～2.7dBであるのに対して、σが0.1の場合では4.0dB～8.9dB

であった。

以上のように、道路両側に連担する建物前面からの反射によるレベルの増加傾向は、各周波数と

も概ね同様であること、また、本研究では広いスペクトル成分を持つ道路交通を対象としているこ

となどから、以下の実験では250Hz, 500Hzおよび1kHzをエネルギー合成した3オクターブで整理

することとした。
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4. 実験結果

地上付近の受音点における音圧レベルが、建物前面からの反射の影響によってどの程度増加する

のかを検討するために、まず、建物の2つの配置条件CASE1およびCASE2について行った測定点

R1（実物換算1.5m）での結果を、一台の自動車が通過した時の音圧レベル波形に相当するユニッ

トパターンで整理してみた。図6はその結果の例で、間隙率σを0.3とした場合である。また、参考

として建物が無い場合（σ=1.0）と逆に建物が間隙無く連担している場合（σ=0.0）の結果も併せ

て示す。これらの結果から、建物前面からの反射の影響は、前節で述べたように全体的に音源から

遠ざかるにつれて大きくなることがわかる。また、間隙率σ が0.0の場合の音圧レベルは、当然な

がら受音点の位置によらず反射の影響により上昇している。一方、σが0.3の場合には、測定点背

後の建物の有無によって音圧レベルは変化するものの、建物が無い場合に比べて音源近傍では1dB

～3dB、遠方では3dB～6dB程度増加することがわかった。

次に、ユニットパターンの積分値に相当する音圧暴露レベルを求め、道路交通（線音源）に対

する音圧レベルの増加量を算出した。その結果を図7に示す。音圧レベルの増加量は、建物の配置

条件によって1dB程度の違いがみられるものの、両条件とも間隙率σが小さいほど大きくなること

がわかる。例えば、反射によるレベルの増加量は、沿道建物が連担するような場合（σ=0.2）には

約4.5dB、交差する道路や空閑地などがあるような通常の立地条件の場合（σ=0.4）では3dB程度

であった6, 7)。また、評価区間長に対して建物が占める割合が半分以下（σ=0.6）の場合においても、

そのレベル上昇は2.5dB程度にもなることが示唆された。
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表1 建物からの反射による音圧レベルの増加量
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4.1 高さ方向に対する反射の影響

上述の沿道建物群からの反射が、建物高層階の受音点における音圧レベルに与える影響を検討

するため、測定点高さ1.5m, 8mおよび25mでの音圧レベルの増加量を比較した。図8はその結果

で図中の直線は、各点のレベルの増加量を間隙率σで1次回帰したものである。高層階における

レベル上昇（□）は、建物が連担している場合には地上付近と同程度かもしくは僅かに高くなる

傾向がみられる。すなわち、沿道建物の高層階では、直達音の寄与が減少する分だけ相対的に反

射音の寄与が増大し、音圧レベル自体は地表付近に比べてそれほど低下しないと推測される。ま

た、間隙率σが大きい場合には、反射音の影響は低中層階（○, ▲）に比べて全体的に小さくな

るが、その差は1dB以下であった。

5. 理論計算モデルの妥当性に関する検討

市街地道路に対する理論計算モデル4) では、図9に示すようなx軸上に沿った幅2w[m]の平面道路

を考える。両側の建物の高さをh [m]、間隙率をσ、建物表面の吸音率をaとし、これらは共に平均

値を表すものとする。音源は x軸上にあり、その音響出力をP [W]とおく。また、建物前面での反

射は拡散反射に従うものと想定し、単位長さ区間（鏡像空間を考慮した断面積4wh [m2], 長さ1mの

区間）に対して音のエネルギーバランスの関係を適用すれば、受音点での反射音の強さIrは

(2)

(3)

(4)

のように導かれる。なお , a－は断面周長および内表

面の平均吸音率、µはx軸上の単位長さ当たりの音源

数である。また、 ĥは片側道路幅wに対する沿道建

物の高さhの比である。一方、直達音による音の強

さは道路端（y =±w）では

(5)

であり、これに反射音の寄与を加えることにより、全体としての音の強さを求めることができる。

したがって建物からの反射による沿道騒音のレベル増加ΔL( ẑ)は
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[dB] (6)

のように導出される。すなわち、道路幅w、沿道建物の平均的な配置条件（高さh, 壁面の吸音率a,

間隙率σ）が与えられれば、市街地沿道での受音点zにおける音圧レベルの増加量が容易に算出す

ることができる。

この理論計算モデルによる計算結果の例を図10に示す。これは地上付近の受音点（ ẑ=0）におけ

る音圧レベルの上昇を、建物高さ ĥを関数として示した結果である。建物表面はコンクリート壁面

等の反射性（a=0.02）と仮定し8）、間隙率σは0.0, 0.2, 0.4, 0.6, 0.8とした。反射による音圧レベルの

増加量は、建物高さ ĥと共に急激に上昇し、ĥが1以上ではほぼ飽和傾向にある。また、沿道に片側

道路幅を上回る高さの建物が連担するような場合（ĥ >1, σ<0.2）には4dBを超えることもあり得る

が、建物の通常の立地状況（交差する道路や空閑地などがある場合：σ> 0.4）からすると2～3dB

程度と考えられる。一方、沿道建物が疎らな場合（σ>0.8）には、1dB以下であり反射の影響はほ

とんど無視できる。

5.1  実験結果との対応

建物前面からの反射の影響による音圧レベルの増加量は、式(6)から求めることができる。こ

の理論式を用いて模型実験で想定した道路幅および建物の配置条件でのレベルの増加量を予測

し、実験結果との対応について検討を行った。図11は、建物の配置条件CASE1およびCASE2で

得られたすべての実験値と予測値とを比較した結果である。この結果から、高さ25mにおける実

験値（□）と予測値には1.5dB程度の違いがみられるものの、全体的には予測値と実験値の対応

は良好であると言える。特に、高さ1.5mおよび8mの測定点（○, ▲）ではよく一致している。

高さ25mの点で予測値と実測値に乖離がみられた理由としては、理論モデルは反射場が拡散的で

あると仮定した基で導出されたものであり、反射音の寄与が徐々に小さくなると考えられる高層

階ではやや過大に見積っていると推測される。ただし、それ以外の地点（1.5m, 8m）では十分適
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用可能であることが明らかとなった。今後は、高さ方向に対する理論計算モデルの適用範囲に着

目した検討を進める必要があろう。

6. 建物壁面の吸音処理による騒音低減効果

前節の結果から、理論計算モデルの妥当性が確認できた。そこで、このモデルを用いた騒音対策

に関する検討の一例として、建物前面を吸音処理した場合の騒音低減効果について考察する。ここ

では、騒音低減効果を沿道建物表面の吸音率aを0.1, 0.2, 0.4および0.6と仮定した場合のΔL(0)と、
無対策時（コンクリート等の反射性壁面：a=0.02）のそれとの差で算定した。図12は、間隙率σに

対する騒音低減効果を計算した結果の例で、沿道建物の高さ ĥを2とした場合である。例えば、建

物表面の吸音率aを0.4程度にすると反射によるレベル上昇は、無対策時に比べて間隙率σが0.2の

場合には約1.8dB、σが0.4では約1.2dB低下することがわかる。すなわち、このような建物前面へ

の吸音処理は、建物が連担している場所での騒音問題に対して有効な対策方法の一つであると考え

られる。

7. まとめ

市街地における沿道騒音は、両側に建ち並ぶ建物前面からの反射の影響を受ける。本研究では、

中高層ビルが連担する市街地道路を想定した1/40縮尺音響模型実験を行い、沿道建物の配置条件と

反射の影響による音圧レベルの増加量との関係について検討を行った。その結果、道路端における

レベル増加は、高層の建物が連担しているような場合（建物の間隙率σ <0.2）には4dBを超える場

合もあり得るが、建物の通常の配置状況（0.4 <σ<0.6）では2～3dB程度であることが推測された。

さらに、既に提案している理論計算モデルによる予測値と実験値とを種々の条件で比較検討した結

果、両者は概ね一致しており、本モデルの妥当性が確認された。

今後の検討課題としては、1)建物壁面を吸音した場合の騒音低減効果に関する実験、2)平面道路

の上部に高架道路が併設された場合の実験などを行うと共に、このような場合の理論計算モデルの

妥当性について検討を進める予定である。また、理論計算モデルの適用範囲についても模型実験や

実測調査により検証する必要があろう。
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